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連合の組織体制について
３層構造の日本の労働組合

連合：48産業別労組/約700万人 ナショナルセンター

全国中央組織として労働運動の一体的な推進
をはかる機能・役割を果たし、個別の産業や地
域では解決が難しい課題に取り組んでいます。

産業別組織（構成組織）

同じ産業に属する企業別組合が加盟し、産業
全体に共通する労働条件や、産業政策などの
課題に取り組んでいます。

企業別組合（単位組合）

職場の内の労使交渉・協議を通じて、労働条件
の改善、企業の行動チェック、組合員へのサー
ビス活動を行っています。

全国で約７００万人の組合員

例えば
UAゼンセン

例えば

イオングループ
労働組合
連合会

連合では、

４８の産業別組織、
４７の地方連合会が活動しています。

連合埼玉約１７万人
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連合埼玉における地域社会への取り組み

１．ネットワークＳＡＩＴＡＭＡ２１運動

「出会い・つながり・支えあい」を

キーワードに次のことをめざす活動です

●共生の地域社会づくりへの積極的参画

●勤労者の生涯サポート活動

●市民社会との連帯と協働
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連合埼玉と埼玉労福協が推進母体として、地域の多様なＮＰＯや市民（団体）とも
連帯・協働する、勤労者と市民とのネットワーク型の『新しいカタチ』の労働運動



共生の地域社会づくりへの積極的参画

少子高齢社会は、ますます地域の大切さが求めら
れます。子育てや介護など地域で解決しなければな
らない課題が沢山あります。

「ネット２１運動」は、地域での支えあい・助け合いの
「共生の地域社会づくり」に積極的に参加します。
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勤労者の生涯サポート活動

長寿国の日本。「ネット２１運動」は勤労者の
定年退職後も、地域での生活・暮らし、市民活動
などサポートする運動です。

＜60歳以降を見据えた準備＞

約3割の人が「何もしていない」
「何もしていない」37.2％⇒29.7%
「健康・体力づくり」37.1％⇒49.4%
「知識・技能の習得」25.8％⇒31.0%

Ｈ29県政サポーターアンケート
R２県政サポーターアンケート

8



市民社会との連帯と協働

労働組合や労福協(労働者福祉協議会）、そして労働金庫・
こくみん共済coop＜全労済＞・生協も働く仲間の助
け合い・支えあいが原点の組織です。

組合員・会員はもとより、広く勤労県民の暮らし
の安定・向上のために市民社会と連帯・協働する
ネットワーク型の福祉運動を進め、共生の地域社会
づくりに向けて、その役割を発揮します。
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ネットワークＳＡＩＴＡＭＡ２１運動の具体的取り組み

勤労者の暮らしと市民活動を応援する

3つのプログラム＋特別事業

①ライフサポートプログラム

②ボランティアサポートプログラム

③ＮＰＯサポートプログラム

★東日本大震災被災者・避難者支援活動
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①ライフサポートプログラム

◇勤労者の生活と暮らしに役立つ

「※暮らし応援セミナー（出前講座）」の開催

◇生活困窮者支援

・生活困窮者等への支援に取り組む団体等と連携

し、必要な支援をおこなう

（フードバンク・子ども食堂等）
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2019年度 27セミナー 987人聴講

○セミナーのテーマ
・相続 ・年金 ・資産運用 ・生命保険 ・カードローン
・ふるさと納税 ・更年期障害 ・介護 ・認知症
・育児 ・貧困 ・メンタルヘルス ・話し方
・コミュニケーションスキル
・食事による健康増進
・リラクゼーションストレッチ
・セルフリンパドレナージュ

※暮らし応援セミナー（出前講座）

2020年度
4セミナー 123人聴講

※コロナ禍で出前講座依頼減少
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②ボランティアサポートプログラム

◇ボランティア活動をやりたい人への

活動紹介・情報提供事業

○シニア人財バンク制度

◇自然環境ボランティア促進事業

○夏休み親子・ファミリー自然体験in尾瀬

○夏休み親子自然体験教室「山の学校inときがわ」

2020年度
自然環境ボランティア
※コロナ禍で実施見送り
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③ＮＰＯサポートプログラム

◇ＮＰＯ支援事業

○ＮＰＯ応援・物品助成プログラム（推薦・応募方式）

2007年度～現在までにパソコン1４７台寄贈

2016年度よりパソコン寄贈団体への訪問・意見交換を実施

○ＮＰＯ応援・少額（物品等）助成プログラム（推薦方式）

年間予算20万円 1団体４万円以内

2011年度～現在までに

28団体に973,155円助成

14



③ＮＰＯサポートプログラム

◇ＮＰＯ活動への理解と参加をサポートする事業

○おじさん変身講座 50歳以上（2004～2006）

⇓

○ＮＰＯインターンシップ（2006～2014）

○ＮＰＯ訪問ツアー（2009～2014）

⇓

○飛び出せシニアセミナー 50歳以上（2015～2017）

⇓
○地域でつながるＮＰＯと労働組合（2018～）
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★東日本大震災 被災者・避難者支援活動

◇夏休み親子自然体験教室「山の学校inときがわ」

◇子育て支援「ママランチ会」

◇バーベキューファミリー交流会inサイボクハム

2020年度活動
※コロナ禍で実施見送り
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ネットワークＳＡＩＴＡＭＡ２１運動を支えている財源

ふれあいコミュニティーファンド

●ネット２１ボランティアカード（５００円/枚）
※福利厚生サービス付のカード

●団体と個人からの寄付
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２．政策制度要請の取り組み（埼玉県、６３市町村）

＜基本的考え方＞

連合埼玉は、埼玉県で働く者・生活者の視点に立った政策・制度要請を通
じて、地域の活性化に取り組む。

主に、以下の分野について、政策・制度要請をおこなっています。
①総合経済・産業政策 ②雇用労働政策
③福祉・社会保障政策 ④消費者政策
⑤交通政策 ⑥教育・子育て政策
⑦人権・男女平等政策

いずれも、個別労使あるいは各構成組織の労使だけでは解決で
きないことについて、目指すべき地域社会に向けて、その実現に向
けた政策・制度要請の活動をおこなっています。

連合埼玉における地域社会への取り組み
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連合埼玉の政策・制度の要請の取り組み状況
政策・制度要請については、埼玉県、県内全ての６３市町村（４０市、２２町、１村）
に要請行動をおこなっています。要請内容については、県・市町村共有に要請で
きる項目、県のみの要請項目、市町村のみ要請する項目と分けて、要請をおこ
なっています。
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春日部市、草加市、越谷市、久喜市、八潮市、三郷市、
蓮田市、幸手市、吉川市、白岡市、宮代町、杉戸町、
松伏町、行田市、加須市、羽生市

西
部

川越市、坂戸市、鶴ヶ島市、毛呂山町、越生町、朝霞
市、志木市、和光市、新座市、富士見市、ふじみ野市、
三芳町、東松山市、滑川町、嵐山町、小川町、川島町、
吉見町、鳩山町、ときがわ町、東秩父村、所沢市、飯
能市、狭山市、入間市、日高市

南
部

さいたま市、川口市、蕨市、戸田市、鴻巣市、上尾市、
桶川市、北本市、伊奈町
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熊谷市、深谷市、寄居町、本庄市、美里町、神川町、
上里町、秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町

埼玉県要請行動
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３．労働相談・生活相談・法律相談対応
なんでも労働相談ダイヤル（０１２０-１５４-０５２ いこうよ、れんごうに）を通じて、年間
約７００件の労働相談・生活相談を中心に対応をおこなっています。
また、労福協と連携して、定期的な法律相談も実施しています。

連合埼玉における地域社会への取り組み

４．災害支援（災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ）対応

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ救援隊（約２４０名登録）を組織し、日頃から災害支援の訓練
を実施しながら、自然災害などの災害時に災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱを実施しています。
（実績：２０１４年２月の雪害（秩父市）、 ２０１９年台風１９号の水害支援（川越市、坂戸市）など）

５．労働組合における就業支援活動
埼玉労働局との共催で、２０１１年から「既卒者３年以内を対象とした就職面
接会」を開催し、２０２０年度からは、「３４歳以下の若者も対象も加えて」面接
会を通じて、地域の企業への既卒者の就職支援を実施しています。
（今年度は、２０２１年６月９日実施）
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